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【参考】 衆議院における閉会中審査議案概要一覧 
 （○は内閣提出、●は衆法又は参法：提出会派名（提出当時）を付記） 

委員会名 議 案 名 概 要 

内閣 

●新型コロナウイルス感染症等の影響を受けた

低所得者に対する特別給付金の支給に関する法

律案（中谷一馬君外13名提出、衆法第10号） 
（立民） 

新型コロナウイルス感染症等の影響により所得が減少して経済的に困窮する

低所得者がいるにもかかわらず、これらの者に対して必要な支援が行われて

いない現状に鑑み、その生活を支援するための特別給付金の支給に関し必要

な事項を定めるもの 

財務金融 

●揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民

経済を守るための東日本大震災の被災者等に係

る国税関係法律の臨時特例に関する法律及び地

方税法の一部を改正する等の法律案（足立康史君

外２名提出、衆法第２号）     （維新・国民） 

揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るため、揮発油価格高

騰時における揮発油税等の税率の特例規定の適用停止措置を適用することが

できるようにする（適用停止措置を停止している規定の削除）等の措置を講

ずるもの 

●現下の揮発油等の価格の高騰から国民生活及

び国民経済を守るための揮発油税等に関する法

律の臨時特例等に関する法律案（末松義規君外７

名提出、衆法第３号）         （立民） 

現下の揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るため、揮発油

価格高騰時における揮発油税等の税率の特例規定の適用停止措置を適用する

ことができるようにする（適用停止措置を停止している規定の停止）等の措

置を講ずるもの 

●新型コロナウイルス感染症等による経済活動

への影響に対する当面の対策として消費税の税

率を引き下げる等のために講ずべき措置に関す

る法律案（足立康史君外４名提出、衆法第６号） 
               （維新） 

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置により経済活動

が著しく停滞していることに鑑み、新型コロナウイルス感染症に係る事態の

収束後における経済状況等を好転させるための当面の対策として消費税の税

率を引き下げる等のために講ずべき措置について定めるもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

安全保障 

●自衛隊法及び海上保安庁法の一部を改正する

法律案（前原誠司君外１名提出、衆法第９号） 
（維新・国民） 

領海等における公共の秩序の維持を図るため、自衛隊の部隊による警戒監視

の措置及びその際の権限について定めるとともに、海上保安庁の任務として

領海の警備が含まれることを明記する等するもの 

●領域等の警備及び海上保安体制の強化に関す

る法律案（篠原豪君外14名提出、衆法第11号） 
（立民） 

領域等における公共の秩序を維持し、もって国民の安全の確保に資するため、

領域等の警備に関する基本原則を定め、並びに領域警備基本方針及び海上保

安体制強化計画の策定その他の領域等の警備に関する施策の基本となる事項

を定めるとともに、領域警備・海上保安体制強化会議を設置することにより、

領域等の警備において警察機関及び自衛隊が事態に応じて適切な役割分担の

下で迅速に行動できるようにするもの 

決 算 

行政監視 

○平成30年度一般会計歳入歳出決算 

 平成30年度特別会計歳入歳出決算 

 平成30年度国税収納金整理資金受払計算書 

 平成30年度政府関係機関決算書 

一般会計の決算額は、歳入105兆6,974億円余、歳出98兆9,746億円余であり、

差引き剰余は６兆7,227億円余 

特別会計の決算額は、13の特別会計があって歳入合計381兆1,771億円余、歳

出合計368兆9,360億円余 

国税収納金整理資金の受払いは、収納済額78兆2,204億円余、一般会計等の歳

入への組入額等は76兆8,977億円余であり、資金残額は１兆3,227億円余 

政府関係機関の決算額は、４つの機関があって収入合計１兆2,307億円余、支

出合計１兆635億円余 

○平成30年度国有財産増減及び現在額総計算書 
国有財産の平成30年度末現在額は、平成29年度末現在額より１兆7,697億円余

増加し、108兆5,939億円余 

○平成30年度国有財産無償貸付状況総計算書 
国が地方公共団体等に無償で貸し付けている国有財産の平成30年度末現在額

は、平成29年度末現在額より365億円余増加し、１兆1,473億円余 
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委員会名 議 案 名 概 要 

決 算 

行政監視 

○令和元年度一般会計歳入歳出決算 

 令和元年度特別会計歳入歳出決算 

 令和元年度国税収納金整理資金受払計算書 

 令和元年度政府関係機関決算書 

一般会計の決算額は、歳入109兆1,623億円余、歳出101兆3,664億円余であり、

差引き剰余は７兆7,959億円余 

特別会計の決算額は、13の特別会計があって歳入合計386兆5,519億円余、歳

出合計374兆1,696億円余 

国税収納金整理資金の受払いは、収納済額77兆4,666億円余、一般会計等の歳

入への組入額等は76兆812億円余であり、資金残額は１兆3,854億円余 

政府関係機関の決算額は、４つの機関があって収入合計１兆2,645億円余、支

出合計１兆644億円余 

○令和元年度国有財産増減及び現在額総計算書 
国有財産の令和元年度末現在額は、平成30年度末現在額より１兆2,773億円余

増加し、109兆8,712億円余 

○令和元年度国有財産無償貸付状況総計算書 
国が地方公共団体等に無償で貸し付けている国有財産の令和元年度末現在額

は、平成30年度末現在額より463億円余増加し、１兆1,937億円余 

○令和２年度一般会計歳入歳出決算 

 令和２年度特別会計歳入歳出決算 

 令和２年度国税収納金整理資金受払計算書 

 令和２年度政府関係機関決算書 

一般会計の決算額は、歳入184兆5,788億円余、歳出147兆5,973億円余であり、

差引き剰余は36兆9,814億円余 

特別会計の決算額は、13の特別会計があって歳入合計417兆5,611億円余、歳

出合計404兆5,188億円余 

国税収納金整理資金の受払いは、収納済額82兆2,569億円余、一般会計等の歳

入への組入額等は80兆8,247億円余であり、資金残額は１兆4,322億円余 

政府関係機関の決算額は、４つの機関があって収入合計１兆958億円余、支出

合計8,040億円余 
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委員会名 議 案 名 概 要 

決 算 

行政監視 

○令和２年度国有財産増減及び現在額総計算書 
国有財産の令和２年度末現在額は、令和元年度末現在額より７兆3,885億円余

増加し、117兆2,598億円余 

○令和２年度国有財産無償貸付状況総計算書 
国が地方公共団体等に無償で貸し付けている国有財産の令和２年度末現在額

は、令和元年度末現在額より204億円余増加し、１兆2,142億円余 

○令和２年度一般会計新型コロナウイルス感染

症対策予備費使用総調書及び各省各庁所管使用

調書（承諾を求めるの件） 

一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費予算額９兆6,500億円のうち、

令和２年５月19日から令和３年３月23日までの間において決定された使用額

は、営業時間の短縮等協力要請の支援に必要な経費等38件、計９兆1,420億円

余 

○令和２年度一般会計予備費使用総調書及び各

省各庁所管使用調書（承諾を求めるの件） 

一般会計予備費予算額5,000億円のうち、令和２年４月７日から令和３年３月

29日までの間において決定された使用額は、新型コロナウイルス感染症対策

に係る布製マスクの緊急配布等に必要な経費等43件、計2,838億円余 

○令和２年度特別会計予備費使用総調書及び各

省各庁所管使用調書（承諾を求めるの件） 

特別会計予備費予算総額7,944億円余のうち、令和２年12月15日に決定された

使用額は、労働保険特別会計雇用勘定における新型コロナウイルス感染症対

策に係る雇用調整助成金の特例措置に必要な経費１件、550億円 

○令和２年度特別会計予算総則第19条第１項の

規定による経費増額総調書及び各省各庁所管経

費増額調書（承諾を求めるの件） 

特別会計予算総則第19条第１項の規定により、令和２年12月15日に決定され

た経費増額は、労働保険特別会計雇用勘定における新型コロナウイルス感染

症対策に係る雇用調整助成金の特例措置に必要な経費の増額１件、1,000億円 

議院運営 

●国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律

の一部を改正する法律案（足立康史君外１名提

出、衆法第１号）        （維新・国民） 

文書通信交通滞在費に関し、日割計算による支給の導入、収支報告書の提出

及び公開並びに残余の額の返還等について定めるもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

議院運営 

●国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律

の一部を改正する法律案（篠原孝君外７名提出、

衆法第４号）             （立民） 

国会議員の歳費に関し、衆議院が解散されたときの日割計算による支給の導

入等について定めるとともに、文書通信交通滞在費に関し、日割計算による

支給の導入、収支報告書の提出及び公開並びに残余の額の返還等について定

めるもの 

 


